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１ 県民参加の促進と県民ニーズの把握

（１） 県民の視点に立った行政運営の推進

分権型社会を構築していくためには、何よりも住民と行政が連携して行政運営を進めていかな

ければならない。このため、県民ニーズや県民満足度などを的確に把握し、政策・施策に反映す

る仕組みづくりや施策・事務事業を適切に執行するために目標管理型の行政経営システムの導入

を行う。さらには、県民との協働体制の整備や県政への県民参加の仕組みづくりなどを行う。

○ 大綱での目標

ア 県民ニーズを的確に把握する仕組みづくり

①広報広聴機能と調査統計機能の連携強化

企画開発部統計課を県民文化局へ移管

②県民ニーズ（満足度）調査の実施

定期的に政策・施策の重要度・満足度等を調査

③県ホームページを活用した政策提案・行政相談窓口の開設

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①広報広聴機能と調査統計

機能の連携強化 組織改正

15年度の実施状況）（

・平成１５年４月１日県民文化局県民交流課に統計情報室を新設（企画開発部統計課を移管）

・県が保有する統計データのジャンル別一覧（人口、産業等）を県ホームページに掲載など、統計データ

を活用しやすい環境を整備

《16年度の具体的取組み内容》

・県が保有する統計データ及び統計解析手法を活用し、政策課題に対応した分析を実施

・県の統計情報提供機能を充実するため、検索機能も付加した統計情報ポータルサイトを構築
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

、②県民ニーズ（満足度）調査 年度実施15
の実施 その後定期的

調査実施 に実施

（15年度の実施状況）

・平成１６年１月、県民 人を対象に施策の重要度、満足度を尺度とした「県民ニーズ調査」を実施3,000
・調査データは、課題の把握、今後の施策展開に活用するため、各部局に提供

③県ホームページを活用した

政策提案・行政相談窓口の

開設 開設

（15年度の実施状況）

・県ホームページに、県に対する意見提言窓口や行政相談窓口等を一元化した「県民の声ページ」を整備

（平成１６年４月１日開設）

○ 大綱での目標

イ 目標管理型の行政経営システムの導入（Ｈ１５年度試行）

・所属及び職員の目標の設定と成果の評価

目標設定→実行→評価→改善の業務執行サイクルの確立

・所属長による事務事業の進捗管理の徹底

所属ごとの定期的なマネジメント会議の開催など

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

所属及び職員の目標の設定と

成果の評価、所属長による事

務事業の進捗管理の徹底 試行

（15年度の実施状況）

・目標管理型行政経営システムを各部局１課 計１０課において試行

<試行状況>

組織の目標の明確化や業務の進行管理には有効であったが、予算編成等へ活用、行政経営シート作成

の職員の負担感軽減が課題

《16年度の具体的取組み内容》

・平成１５年度の試行結果を踏まえ、職員への周知(研修)やシートの見直しを進め、新たに１０課を追加

し計２０課において試行を継続
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○ 大綱での目標

ウ 住民との協働体制の整備

①公共施設の管理について住民・ＮＰＯへの委託等の拡充

②ＮＰＯとの人材交流の実施

③ＮＰＯに関するデータベースの構築

④ＮＰＯ協働コーディネーターの養成

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①公共施設の管理について住

民・ＮＰＯへの委託等の拡充 検討

（15年度の実施状況）

・道路管理については、住民・ＮＰＯへの委託等の拡充に向け、本県で活動中の道路愛護団体に対する

アンケート調査(活動団体に対する支援措置が課題）及び他県における実態調査を実施

・河川管理については、河川巡視員との意見交換を実施（清掃用具の支給など支援措置等が課題）

《16年度の具体的取組み内容》

・道路管理については、アンケート調査等を踏まえ、既存道路愛護団体の中からモデル団体を抽出し、協

働作業・意見交換を実施し、今後の官民協働による道路維持管理の支援措置のあり方や活動団体の公募

に向けた課題を整理。また、河川管理については、河川巡視員の意見を踏まえ清掃用具等を支給

②ＮＰＯとの人材交流の実施

派遣実施

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月から 年間職員をＮＰＯ支援組織である「ＮＰＯ法人日本ＮＰＯセンター」へ派遣1
（１人）

《16年度の具体的取組み内容》

・ＮＰＯの法人設立や活動に関する相談、情報提供等の機能を充実するため、平成１６年４月石川県ＮＰ

Ｏ活動支援センター「あいむ」(広坂庁舎)に 「日本ＮＰＯセンター」で研修を受けた職員を配置、、

活用

③ＮＰＯに関するデータベー

スの構築 整備

（15年度の実施状況）

・全団体（１，６８９団体）の基礎的情報（団体名、代表者、活動状況等）を整備

《16年度の具体的取組み内容》

・１５年度に作成した基礎的情報を庁内各部局へ提供するなど、ＮＰＯとの協働を促進



- 4 -

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

④ＮＰＯ協働コーディネータ

ーの養成 研修実施

（15年度の実施状況）

・庁内企画調整室職員、市町村職員を対象とした３回シリーズの協働コーディネーター養成研修会を開催

（延べ６２人参加）

《16年度の具体的取組み内容》

・より住民に身近な行政分野における協働を促進するため、主として県出先機関職員や市町村職員を対象

に、地域ごとに（加賀、能登、金沢）行政側の課題や協働可能な事業について意見交換を行うことを内

容とする協働コーディネーター養成研修会を開催

○ 大綱での目標

エ 県政への県民参加の仕組みづくり

①県政モニター制度の活性化

②パブリックインボルブメント制度の導入

構想策定段階からの県民参加

③パブリックコメント制度の導入

素案段階において県民意見を聴取

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①県政モニター制度の活性化

内容拡充

（15年度の実施状況）

・男女別地域別で推薦を受けた１００人に加え、新たに一般公募により、２０人のモニターを選出

・モニター会議を 月 日に開催し、３分科会において、個別テーマ（①県の道路整備（建設、維持管11 26
理）②中高一貫教育、特色ある教育の推進 ③少子化問題、育児支援）に関する討議、意見交換を実施

《16年度の具体的取組み内容》

・県政課題等から新たなテーマを選定し、意見交換会を開催するなど、提出された意見・提言等を積極的

に施策立案に活用
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

②パブリックインボルブメン

ト制度の導入

（15年度の実施状況）

・県民参加（公募）の「広坂通り・中央公園再整備計画策定ＰＩ委員会」において、再整備基本構想を取

りまとめ

「広坂通り・中央公園再整備計画策定ＰＩ委員会 （委員長：川上光彦 金沢大学工学部教授）」

・住民、商店街、学識者等の委員１７名のうち、４名を一般県民から公募

・住民参加による住民の意見を聞く「みちづくり協議会」( 協議会)を設置し、１ ５車線的道路整備手法13 .
により整備

《16年度の具体的取組み内容》

・新たに選定予定の１ ５車線的道路整備手法による整備路線（１５路線程度）において、住民参加による.
住民の意見を聞く「みちづくり協議会」を設置し、整備

③パブリックコメント制度の

導入 指針策定 実施

（15年度の実施状況）

・石川県県民意見募集制度(パブリックコメント)指針を３月末に策定し、県の政策の立案段階で県民の意

見を募集するパブリックコメント制度を平成１６年４月から導入

パブリックコメントの対象：県の基本構想等（県産業革新戦略、新エンゼルプランなど 、県民に）

義務を課し又は権利を制限する条例 など

＊パブリックインボルブメント：公共事業の計画段階から広く住民の意見を聞き、設計等に反映させていく

手続き。

＊パブリックコメント ：県の基本的な構想等を策定する課程で、原案を公表し、住民の意見を求め

反映する手続き

○ 大綱での目標

オ 県政情報の提供機能の強化

①県ホームページの充実

・県公報、県財政のバランスシート、試験研究成果などの掲載

・県民からの要望・提案及び回答、審議会等議事録などのすみやかな掲載

②施策等の内容を出張して説明する出前プレゼンテーションの実施
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①県ホームページの充実 順次掲載内容

内容充実 を充実

（15年度の実施状況）

・キッズページに里山ふれあいガイド、いしかわ森と田んぼの学校等のページを追加

・新たに県公報、県政モニターからの意見（上期分１１５件）とそれに対する回答を掲載

・意見提言窓口や行政相談窓口を一元化した「県民の声ページ （平成１６年４月１日開設）及び新検索」

システムを整備（平成１６年４月１日運用開始）

《16年度の具体的取組み内容》

・アクセス件数の多い小松空港、能登空港のページなど主要なページを音声読み上げソフトに対応したペ

ージにするなど、高齢者をはじめより多くの方に分かりやすく使いやすいページに改善（ユニバーサル

デザイン化）

②施策等の内容を出張して説

明する出前プレゼンテーショ

ンの実施 実施

（15年度の実施状況）

・８４のテーマを選定し、１０市町村で２４回開催（利用者数延べ６９６人）

・利用者に対するアンケート調査を実施（テーマ拡大の要望あり）

《16年度の具体的取組み内容》

・利用者アンケート結果を踏まえ、生涯学習の振興など１０テーマを追加し(全９４テーマ)同講座を実施

１ 県民参加の促進と県民ニーズの把握

（２） 縦割り行政から脱却するための政策調整機能の強化と政策の選択

これからは、中央省庁が立案した政策の執行を優先する従来の体制から、県民の視点に立った

政策立案機能を有する総合的な行政機関として、さらに充実していかなければならない。このた

め、政策立案・調整機能を強化するとともに、政策の選択と重点化を図り、県民の政策に対する

満足度を向上させるため、行政評価等を活用した予算編成を推進する。
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○ 大綱での目標

ア 部局間の調整機能の強化

・総務部に政策調整監と行政経営課を新設

各部局の企画調整室と連携

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

総務部に政策調整監と行政経

営課を新設

組織改正

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日総務部に政策調整監と行政経営課、各部局に企画調整室を新設

・政策調整監・各部局企画調整室長等で構成する企画調整室等連絡会議を設置（９回開催）

関連の初動時の危機管理対応や新行財政改革大綱の進行管理等部局横断的な課題の推進などSARS

○ 大綱での目標

イ 部局内の企画調整機能の強化

・原則として、各部局に企画調整室を設置

各部局に予算配分権限、組織・定数等権限の一部を移譲

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

原則として、各部局に企画調

整室を設置 設置

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日知事部局（６部１局）及び教育委員会に企画調整室を設置し、各部局内の政策調整

機能を強化

・企画調整室の権限強化

①部局内における業務繁閑調整を円滑に行うため、事務従事の命令権を各部局長に移譲

②予算執行を柔軟に行うため、物件費の配当留保の解除及び流用承認権限を企画調整室長に移譲

③予算要求にあたって、部局間・部局内連携枠の設定（企画調整室の調整による別枠要求）

○ 大綱での目標

ウ 行政評価等を活用した予算編成の推進

①行政評価を通じた政策の重点化と事務事業の見直し

②公共事業評価制度の構築
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①行政評価を通じた政策の重

点化と事務事業の見直し 見直し

試行

（15年度の実施状況）

・行政評価を施策や事務事業の見直しに有効に活用するため、予算評価から決算評価への変更、有効性や

効率性などの評価尺度による事務事業の相対評価など評価基準や評価方法の見直しを行い、新たに目標

管理型行政経営システムを試行（目標の設定方法や成果の把握方法に課題）

<参考>１６年度当初予算

事務事業の見直し：３０９件、サンセット時期の設定：１２９件

《16年度の具体的取組み内容》

・平成１５年度の課題を踏まえ、評価指標や評価方法の見直しを進め、平成１７年度予算編成に活用

②公共事業評価制度の構築

試行継続

（15年度の実施状況）

・公共事業再評価については、３９事業について再評価を実施（全て継続）

・事前評価については、平成１６年度新規事業箇所３７カ所について、事前評価を試行（全て採択）

・事後評価については、国の事後評価手法等について情報収集し、制度内容について研究

《16年度の具体的取組み内容》

・公共事業再評価を継続実施

・事前評価については、試行結果を検証し、引き続き試行実施

・事後評価については、導入に向け検討

２ 政策実行のための体制・運営システムの見直し

（１）組織や仕組みの見直し

多様化・高度化する県民ニーズに的確に対応した政策を実行するため 「人、モノ、財源」と、

いった限られた経営資源を最大限に活かす組織や仕組みの構築を図る。

① 本庁組織の再編

本庁組織については、職員の総戦力化や意思決定の迅速化を図るとともに、スクラップ・アン

ド・ビルドを念頭に、縦割り行政の弊害を極力排除するため、政策立案・調整機能を強化し、併

せて、施策課題対応型の組織再編を図る。

○ 大綱での目標

ア グループ制の導入（Ｈ１５年度試行）

意思決定の迅速化を図り、高度化する業務に最少の職員で対応するための中間管理層を極力省い

たフラットでスリムな組織の導入



- 9 -

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

グループ制の導入

試行

（15年度の実施状況）

・知事部局１１課（２室３８グループ 、教育委員会２課（７グループ）で試行）

<試行結果>

・係の大括り化により業務の連携や繁閑調整等については有効に機能

・グループ内の情報の共有化、グループリーダーの業務負担の軽減、グループ制移行による事務処理

方法の見直し等が課題

《16年度の具体的取組み内容》

・平成１５年度の試行を踏まえ、明らかになった課題解決に向け、検討会の実施や新任グループリーダー

(知事部局２３､企業局４)に対する勉強会の開催、外部講師を招いたワークショップを開催

・平成１６年度は知事部局１３課（４室４５グループ 、企業局２課（４グループ 、教育委員会２課（８） ）

グループ）で試行（Ｈ１６年度試行 １７課１出先機関７３グループﾟ）

○ 大綱での目標

イ 部局間の調整機能の強化

・総務部に政策調整監と行政経営課を新設（再掲）

→Ｐ７ アを参照

○ 大綱での目標

ウ 部局内の企画調整機能の強化

・原則として、各部局に企画調整室を設置（再掲）

→Ｐ７ イを参照

○ 大綱での目標

エ 企画開発部における地域振興機能の強化

①市町村振興に係る計画立案業務等を総務部地方課から移管

②県立大学を総務部総務課から移管（Ｈ１７年度）

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①市町村振興に係る計画立案

業務等を総務部地方課から

移管 移管 機能強化

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日過疎地域及び離島振興業務などの計画立案業務を総務部地方課から企画開発部企画

課に移管し、市町村振興に係る計画立案の支援体制を整備

《16年度の具体的取組み内容》

・地域の実情・課題に応じた地域振興を図るため、平成１６年４月１日企画開発部企画課内に「地域振

興推進室」を設置し、各種情報の提供や人知の集結などを通じ地域主体の活性化策を支援
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

②県立大学を総務部総務課か

ら移管 移管

○ 大綱での目標

オ 広報広聴機能と調査統計機能の連携強化（再掲）

→Ｐ１ ア－①を参照

○ 大綱での目標

カ 子ども施策の一元化（知事部局）

・児童会館、青少年健全育成等の業務を県民文化局女性青少年課から健康福祉部へ移管

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

児童会館、青少年健全育成等

の業務を県民文化局女性青少

年課から健康福祉部へ移管

組織改正

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日県民文化局女性青少年課の青少年関係業務を健康福祉部に移管し、子育て支援課を

子ども政策課に再編し、市町村と連携した子育て支援、青少年の健全育成対策の総合的な推進体制を

整備

○ 大綱での目標

キ 食の安全に係る施策の連携強化

・健康福祉部に健康福祉部・環境安全部・農林水産部連携の食品安全対策室を新設

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

健康福祉部に食品安全対策室

を新設 組織改正 体制強化

（15年度の実施状況）

・平成 年 月 日健康福祉部薬事衛生課に「食品安全対策室」を設置し、食に関する総合窓口として、15 4 1
各部局間の食の安全・安心の確保に関する総合調整のほか、関係情報の収集・発信、各種相談の受付等

の業務を一元化

・平成 年 月 日庁内関係部局を横断した「石川県食品安全安心対策連絡調整会議」を設置し、牛乳15 4 11
に関する事故等食の安全・安心確保に関する施策の部局間の連絡調整機能を充実

《16年度の具体的取組み内容》

・食品の供給行程における生産から流通・加工・消費において、衛生監視のため健康福祉部食品衛生監視

員を兼務配置、指導体制強化のため農林水産部家畜防疫員を兼務配置
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○ 大綱での目標

ク 水環境対策、ゼロエミッション対策の充実等のための環境安全部の再編強化

①環境政策課に水環境創造室を新設

②環境整備課を廃棄物対策課とし、同課の廃棄物処理対策事業推進室を資源循環推進室に再編

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①環境政策課に水環境創造室

を新設 組織改正

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日環境安全部環境政策課に水環境創造室を新設し、汚水適正処理や地下水の保全、

水道原水の確保に関する企画及び総合調整機能を整備

②環境整備課を廃棄物対策課

とし、同課の廃棄物処理対

策事業推進室を資源循環推

進室に再編 組織改正

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日環境安全部廃棄物対策課の廃棄物処理対策事業推進室を資源循環推進室に再編し、

各種リサイクル施策を一元的に所掌するとともに、ゼロエミッション行動計画の具体化、再資源化の

促進、産業廃棄物の最終処分量の削減対策を総合的に実施する体制を整備

＊ゼロエミッション：廃棄物がゼロになることを目指す考え方。

○ 大綱での目標

ケ 消費者重視などに配慮した農林水産部の再編強化

①農政課を農林水産政策課に改め、農林水産分野の企画調整機能を強化

②農林水産物の消費・流通施策を一元化するため、消費流通課を新設

③農林水産分野の担い手施策を大括り化し、担い手対策室を新設

④農業と畜産業の連携強化の観点から、農産課と畜産課を統合し、農畜産課を新設

⑤業務の効率化等の観点から、土地改良部門、中山間振興部門をそれぞれソフト、ハードの機能

により再編



- 12 -

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①農政課を農林水産政策課

に改め、農林水産分野の企

画調整機能を強化 組織改正

③担い手対策室を新設

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日農林水産部農政課を農林水産政策課に再編するとともに、同課に企画調整室を設置

し、地域づくりや食の安全安心など部局横断的課題等に対する企画調整機能を強化

・平成１５年４月１日同課に農業・林業・水産業における担い手対策業務を一元化した担い手対策室を新

設し、新規就業者の発掘や合同就業相談会などを実施

②消費流通課を新設

組織改正

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日農林水産部に消費流通課を新設し、農・林・水産物の加工・流通・消費施策を一元

化することにより、県産食材のブランド化や販路拡大を図るための協議会の設立及び首都圏におけるＰ

Ｒ活動、食品表示の適正化や農産物の残留農薬検査への支援など食の安全・安心対策並びに食品産業の

振興対策を実施

④農産課と畜産課を統合し、

農畜産課を新設

組織改正

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日農産課と畜産課を統合して農畜産課を新設し、資源循環型農業（堆肥を利用した

土づくり等）の構築など農業と畜産業連携による施策推進体制を整備

⑤土地改良部門、中山間振興

部門をそれぞれソフト、

ハードの機能により再編 組織改正

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日農林水産部農地整備課及び農村環境課を農地企画課（ソフト部門）及び農業基盤

整備課（ハード部門）に再編するとともに、中山間地域対策総室（企画交流担当、生産振興担当、農山

村整備担当）においても、企画振興担当（ソフト）と整備担当（ハード）に再編し、効率的な業務執行

体制を整備

○ 大綱での目標

コ 教育委員会事務局の再編

・保健厚生課と体育課を統合し、スポーツ健康課と庶務課福利厚生室に再編
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

保健厚生課と体育課を統合

し、スポーツ健康課と庶務課

福利厚生室に再編 組織改正

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日から教育委員会保健厚生課と体育課を統合し、スポーツ健康課と庶務課福利厚生室

に再編し、スポーツ健康課において体育・スポーツと健康教育を一元化するとともに、庶務課福利厚生

室の設置により、事務処理を効率化

２ 政策実行のための体制・運営システムの見直し

（１）組織や仕組みの見直し

② 出先機関の再編

、 、 、出先機関については 県民サービスに配慮しながら 交通通信網の発達や産業構造の変化など

社会経済情勢の変化に応じた機関の再配置や機能の見直しを行い、スリム化を図る。

○ 大綱での目標

ア ９つある農林総合事務所・土木事務所の再編（Ｈ１６年度以降）

・農業改良普及指導や道路、河川等の公物管理業務は、これまで通り９つの単位で実施する一方で、

庶務管理部門、土地改良、林業振興、設計施工・完成検査などの業務は現事務所の半数程度の事務

所に集約

区域は、奥能登、中能登、県央、石川、南加賀といった５区域が基本

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

農林総合事務所・土木事務所

の再編 検討 再編

（15年度の実施状況）

・農林業関係の相談、道路・河川管理や除排雪などの県民サービスの維持に配慮しつつ、組織配置のあり

方、効率・効果的な人員配置、必要となる施設整備等について検討・再編に向けた具体的作業を実施

《16年度の具体的取組み内容》

・平成１６年４月１日組織再編

・農林・土木の各９事務所をそれぞれ５総合事務所及び４事務所に再編



- 14 -

○ 大綱での目標

イ 試験研究機関の分場等の見直し

①農業総合研究センター河北潟分場の機能を本場へ移管

②農業総合研究センター果樹実証圃の廃止（Ｈ１６年度以降）

③農業情報センターの廃止

④林業試験場志賀分場の廃止

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①農業総合研究センター河北

潟分場の機能を本場へ移管

移管

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日河北潟分場の機能を農業総合研究センター本場に移管

②農業総合研究センター果樹

実証圃の廃止（Ｈ１６年度 検討

以降）

（15年度の実施状況）

・樹木の取り扱いや処分方法について検討

《16年度の具体的取組み内容》

・平成１５年度の検討結果を踏まえ、民間への売却も含め最終的な処分方法を検討

③農業情報センターの廃止 Ｈ 年度末14
廃止

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日から、農業情報システム業務を農業総合研究センターに移管

④林業試験場志賀分場の廃止 Ｈ 年度末14
廃止

Ｈ１６年度以降廃止
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○ 大綱での目標

ウ 公の施設の見直し（Ｈ１５年度総点検実施）

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

公の施設の見直し

総点検 見直し

（15年度の実施状況）

・８９施設の総点検を実施し、指定管理者制度(平成１５年地方自治法改正)の活用も含め見直し方針の策

定作業を開始

《16年度の具体的取組み内容》

・公の施設の総点検を踏まえ、指定管理者制度の活用を含め、今後の施設のあり方や利用促進方策等につ

いて見直し方針を策定

○ 大綱での目標

エ 地方独立行政法人制度の検討

県立大学、病院、試験研究機関等を対象として検討

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

地方独立行政法人制度の検討

検討

（15年度の実施状況）

・庁内研究会を設置し、制度に関する研究や国の独立行政法人の現状を把握

《16年度の具体的取組み内容》

・先行する国や他県での効果・課題等を見極め、必要に応じて個別に制度導入について調査・検討

２ 政策実行のための体制・運営システムの見直し

（１）組織や仕組みの見直し

③ 試験研究機関の見直し

試験研究機関については、試験・検査・分析業務の集約化を図るとともに、県民ニーズに応え

る成果と効率を重視した経営管理手法の導入、分野別・業種別の垣根を越えた研究体制の整備を

図る。
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○ 大綱での目標

①試験・検査・分析業務の保健環境センターへの移管（Ｈ１６年度）

②試験研究機関等における依頼試験等の見直し（Ｈ１６年度）

③試験研究機関に成果と効率を重視したマネジメントシステムを導入

（Ｈ１６年度）

・継続的、定期的な研究評価システムの構築

事前・中間・事後・追跡評価、第三者による外部評価

・研究員等の目標管理システムの導入

・研究評価システムを通じた研究分野の重点化

④課題解決型のプロジェクト研究グループの設置など産業別、業種別等の縦割りを越えた試験研究体制の

整備（Ｈ１６年度）

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①試験・検査・分析業務の

保健環境センターへの移管 検討 移管

（15年度の実施状況）

・試験・検査・分析機能の充実と業務の効率化を図るため、保健所の試験検査業務の保健環境センターへ

の移管について整理

《16年度の具体的取組み内容》

・平成１６年４月保健所から飲料水試験、環境水試験、工場・事業所排水検査、結核菌検査、エイズ検査

の試験検査業務を保健環境センターに移管

②試験研究機関等における

依頼試験等の見直し

検討

（15年度の実施状況）

・庁内ワーキンググループを設置し、県が所管する依頼試験について民間委託等に向けた基準等の検討

《16年度の具体的取組み内容》

・庁内ワーキンググループにおいて、依頼試験の民間検査機関における受入可能性等について調査

③成果と効率を重視したマネ

ジメント(経営・管理)システ

ムを導入 検討 導入

（15年度の実施状況）

・試験研究の客観性を確保するため、外部有識者による評価を実施することなどを内容とした「石川県試

験研究評価指針」を策定

《16年度の具体的取組み内容》

・ 石川県試験研究評価指針」に基づき、保健環境センター、工業試験場、農業総合研究センター等８機「

関で試験研究評価を実施
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

④産業別、業種別等の縦割り

を越えた試験研究体制の整備

検討 試行・

導入

（15年度の実施状況）

・産業別、業種別縦割りを超えた共同研究の体制づくり、共同研究テーマ、共同研究費について検討

《16年度の具体的取組み内容》

・共同研究テーマに対する体制づくり、共同研究費については更に検討、整理

・平成１６年４月柔軟な研究体制を整備するため、保健環境センターでグループ制を試行

・農業総合研究センター等の科制廃止に向けた検討

２ 政策実行のための体制・運営システムの見直し

（１）組織や仕組みの見直し

④ 公社等外郭団体などの見直し

公社等外郭団体については、平成１３年度から実施した総点検の結果を踏まえ、２割程度の団

体について統廃合や再編を行うとともに、事業の見直しを図る。

また、審議会等については、委員の公募制導入や女性登用率の向上などに向けた総点検を実施

する。

○ 大綱での目標

ア 公社等外郭団体の統廃合及び再編

① 能登地域高等教育振興財団の廃止（Ｈ１９年度）

② 長寿生きがいセンターを社会福祉事業団に統合（Ｈ１７年度）

③ 中小企業振興協会を産業創出支援機構に統合

④ 地場産業振興センターと産業創出支援機構の統合（Ｈ１９年度以降）

⑤ 繊維産業振興基金協会を産業振興基金協会に統合（Ｈ１７年度）

⑥ 雇用福祉事業団の廃止（Ｈ１５年度以降）

⑦ 農業開発公社と林業公社の統合（Ｈ１７年度）

⑧ 畜産物価格安定基金協会を畜産協会に統合

⑨ 家畜畜産物衛生指導協会を畜産協会に統合

⑩ 酪農業協同組合連合会の再編（Ｈ１６年度以降）

⑪ 水産加工振興協会を水産振興事業団に統合

⑫ 建設技術センターとまちづくりセンターの統合（Ｈ１９年度）

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①能登地域高等教育振興財団

の廃止 廃止
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

②長寿生きがいセンターを社

会福祉事業団に統合 統合

③中小企業振興協会を産業創

出支援機構に統合

統合完了

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日統合

中小企業に対する販路開拓支援や設備投資支援を加え、ワンストップサービス体制を強化

④地場産業振興センターと産 Ｈ 年度19
業創出支援機構の統合 以降統合

⑤繊維産業振興基金協会を産

業振興基金協会に統合 産業振興 繊維産業

基金協会 振興基金

解散 協会解散

（15年度の実施状況）

・平成１６年３月３１日産業振興基金協会解散

一般、織布、撚糸の３基金事業は廃止し、小売商業支援関係の３基金事業を産業創出支援機構へ

譲渡

《16年度の具体的取組み内容》

・繊維産業振興基金協会を１６年度末解散予定（基金原資の償還期間到来(高度化資金) ）

⑥雇用福祉事業団の廃止

解散

（15年度の実施状況）

・平成１５年１０月１日事業団を解散

「 」 、 、 、・雇用福祉事業団が運営してきた いこいの村能登半島 は 志賀町が事業団から有償譲渡を受け 更に

新たに設立された民間会社が志賀町から有償で貸付を受けて営業を継続
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

⑦農業開発公社と林業公社の

統合 管理部門

統合

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日組織改正

理事長、専務理事等両公社の管理部門を統合（統合名称： 石川県農林業公社 ）「 」

《16年度の具体的取組み内容》

・両公社の総務課の統合、農業開発公社の農地課と畜産振興課の統合

⑧畜産物価格安定基金協会を

畜産協会に統合 統合

⑨家畜畜産物衛生指導協会を

畜産協会に統合 統合

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日統合

畜産農家に対する食肉価格の安定化措置、家畜衛生に関する指導業務の一元化によるサービスの向上

とともに、効率的な事務執行体制を整備

⑩酪農業協同組合連合会の

再編 検討

（15年度の実施状況）

・平成１５年１１月１日加賀酪農業協同組合と能登酪農業協同組合を再編し、新たに石川県酪農業協同

組合として発足

《16年度の具体的取組み内容》

・石川県酪農業協同組合連合会と石川県酪農業協同組合との統合に向けた検討

⑪水産加工振興協会を水産振

興事業団に統合 移管

（15年度の実施状況）

・平成１５年５月１９日水産加工振興協会の業務を水産振興事業団に移管

⑫建設技術センターとまちづ

くりセンターの統合 統合

Ｈ１６年度以降再編
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○ 大綱での目標

公社等外郭団体などの見直し

イ 事業の見直し

①県民ふれあい公社の経営合理化

事業所のあり方、のとじま水族館、能登勤労者プラザ、辰口丘陵公園 など

②農業会議、２１世紀農業育成機構の事務局共同化による農業関係担い手支援業務の統合

③公共育成牧場（農業開発公社）の再編

④分収造林事業（林業公社）の見直しに向けた経営改善計画の策定

⑤道路公社の事業所統合等による効率化

⑥住宅供給公社の新規団地開発業務の凍結等業務の見直し

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①県民ふれあい公社の経営合

理化 合理化

促進

（15年度の実施状況）

( )平成１６年３月２２日に金沢市石引から産業展示館２号館に本社を移転1
・健民海浜公園管理の本社直轄化による経費節減

・西部緑地公園管理部門の課制を担当制とし、機動性を向上

( )公社全体で職員費など管理的経費を節減（職員１４人削減）2

( )誘客対策の促進3
・のとじま臨海公園：県名古屋事務所に駐在員を配置

・辰口丘陵公園 ：自然観察会などの親子で参加できるイベント開催による誘客促進

・能登勤労者プラザ： 海洋深層水を活用した入浴日の設定など誘客促進

《16年度の具体的取組み内容》

( )公社全体で職員費など管理的経費を節減（職員５人削減）1

( )誘客対策の促進2
・のとじま臨海公園水族館の経営改善：

全国の他水族館の取組状況を調査のうえ水族館活性化検討会を設置し、活性化方策を検討

イルカとのふれあい体験事業など誘客対策を強化

施設老朽化対策を１６年度から５カ年間で実施（本年度本館水槽架台、屋外トンネル水槽等を

修繕）

・能登勤労者プラザの経営改善

海洋深層水を活用した入浴日の拡大、

のと海洋ふれあいセンター事業と連携した宿泊プランの提案 など

②農業関係担い手支援業務の

統合 共同化

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日農業会議、２１世紀農業育成機構の事務局の共同化

・就農相談・就農研修の実施や就農資金の貸付け、農地転用の許可等の諮問などの業務や就農などの担い

手対策を総合的に実施するワンストップサービス体制の整備
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

③公共育成牧場（農業開発公

社）の再編 再編

（15年度の実施状況）

、 （ 、 、 、 ） （ ） 、 （ 、・平成１６年３月３１日 ４放牧場 辰口 押水 富来 内浦 分場 原 から ３放牧場体制 押水1
原を廃止（原分場の哺育機能は富来放牧場へ移管） ）への再編

④分収造林事業（林業公社）

の見直しに向けた経営改善計 策定開始 策定

画の策定

（15年度の実施状況）

・経営改善計画の策定に向け、外部有識者からなる検討委員会（学識経験者９名、行政委員３名）を設置

し、施業の見直しによる経費の削減、販売体制の整備、借入金の金利低減などを検討

・分収造林契約の期間延長( 年→ 年など)を進めるとともに、金利負担軽減のため借入金を借換45 80
（ 百万円）1,258

《16年度の具体的取組み内容》

・引き続き検討委員会を開催し、経営改善計画を策定

・分収造林契約の期間延長( 年→ 年など)を進めることにより、低利な施業転換資金に一括借換45 80
（ 百万円）8,367

⑤道路公社の事業所統合等に

よる効率化 統合

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日本社移転（金沢市石引から羽咋市へ （職員２人削減））

・能登有料道路料金徴収業務(内灘料金所の夜間業務、横田料金所の終日業務)の民間委託拡大

《16年度の具体的取組み内容》

・兼務による職員の削減、組織のスリム化（職員４人削減）

・能登有料道路料金徴収業務(今浜料金所の夜間業務、内灘料金所の終日業務)の民間委託拡大

⑥住宅供給公社の新規団地開

発業務の凍結等業務の見直し

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月から新規団地開発業務の凍結

・平成１５年７月から宅地分譲制度を導入

《16年度の具体的取組み内容》

・住宅供給公社経営検討会を設置し、不動産鑑定士等有識者の意見を踏まえ、住宅メーカー等との連携を

図りながらのロット(複数区画)売り、定期借地権付き分譲、区画の見直し等による消費者ニーズにあっ

た価格帯の設定など多様な販売促進策を検討
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○ 大綱での目標

ウ 審議会の見直し

・審議会委員の公募制導入や女性登用率の向上などに向けた総点検の実施

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

審議会委員の公募制導入や女

性登用率の向上などに向けた 総点検 順次

総点検の実施 見直し

（15年度の実施状況）

・１２４審議会について、女性登用率、兼務委員の状況、長期就任委員数などについて総点検を実施

（女性登用率１５年度末２６．４％（１４年度末２４．７％）

・女性登用率３０％を目標にするなどの方針作成

・公募制の導入について、他県の状況を調査

《16年度の具体的取組み内容》

・方針に基づき、女性登用率（Ｈ１７：３０％目標）の向上、同一委員の多数兼務の解消、長期就任の

解消を順次推進

・公募制の導入について、委員の応募資格や選任基準、選任方法などについて検討

２ 政策実行のための体制・運営システムの見直し

（２）財政運営の見直し

財政の中期見通しを踏まえ、歳入の確保に努めるとともに、職員費、扶助費及び公債費といっ

た義務的経費の縮減、内部管理事務の集約化やＩＴ活用などによる管理的経費の抑制、投資的経

費の抑制を図ることにより、財政の健全性を維持する。

これらを通じ、経常収支比率９０％未満を維持することを目標とする。

○ 大綱での目標

① 歳入の確保

ア 税収の確保

①税負担の公平を図る滞納整理の促進

②税務調査の充実による適正課税の推進

③地方分権時代にふさわしい自主課税の検討

④口座振替納税制度の拡充
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①税負担の公平を図る滞納整

理の促進

（15年度の実施状況）

・県内１０市町村の職員と県税職員が一緒に滞納者宅を臨戸（ 共同訪問・催告」４２３戸）「

・美川町、野々市町に県職員を派遣、滞納整理のノウハウの指導 「滞納整理マニュアル」を全市町村に、

配布など、市町村の徴収事務の支援・強化

・徴収担当職員の時差出勤を試行

《16年度の具体的取組み内容》

・新たに毎月第４日曜日の徴収職員の休日勤務・休日開庁の実施

・引き続き市町村との共同訪問・催告、市町村職員に対する滞納整理研修会等を実施

・かほく市からの徴収事務研修生の受入れ、松任市との人事交流の実施

・自治大学校の徴収事務研修に職員（２人）派遣

・滞納整理基準を定め、自動車税の大口滞納者に対する早期滞納処分の一斉着手など効率的な滞納整理を

推進

②税務調査の充実による適正

課税の推進

（15年度の実施状況）

・軽油引取税の申告受付事務を金沢県税事務所に一元化

・軽油の販売・使用に関わる関係団体及び行政機関による「石川県不正軽油撲滅対策協議会」を設立

（平成１５年６月５日）

・本庁税務課に不正軽油１１０番を設置

《16年度の具体的取組み内容》

・公共工事における不正軽油使用を防止するため、農林水産部・土木部と連携し公共工事共通仕様書に請

負契約上遵守すべき事項として不正軽油使用禁止を明記し、業界に徹底を図るとともに、石川県不正軽

油撲滅対策協議会を通じ軽油引取税の脱税等に係る罰則強化内容を周知

・法人事業税の外形標準課税調査事務等の円滑化に向け、国の研修会への参加等職員の課税事務における

資質を向上

③地方分権時代にふさわしい

自主課税の検討 検討

（15年度の実施状況）

・法定外税について、庁内にワーキンググループを設置

・法定外税の政策的有効性や導入における問題点について検討

《16年度の具体的取組み内容》

・個別の政策課題の検討を踏まえ、法定外税の政策的有効性や導入における問題点について整理
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

④口座振替納税制度の拡充

導入拡大

（15年度の実施状況）

・１０税目（個人事業税、法人県民税、法人事業税、県民税利子割、不動産取得税、軽油引取税、ゴルフ

場利用税、鉱区税、県たばこ税、自動車税）について口座振替納税制度を導入

《16年度の具体的取組み内容》

・県広報、石川県ホームページ等を活用した広報や法人会、金融機関等を通じた口座振替納税の勧奨

○ 大綱での目標

イ 遊休財産の適正な管理・処分

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

遊休財産の適正な管理・処分

総点検

活用研究

（15年度の実施状況）

・県有財産の総点検の実施

・各部局に財産利活用推進員を選任し県有財産利活用連絡会議を設置など庁内情報共有体制を強化

処分実績 旧金沢教育事務所等敷地１０件 １７３百万円

《16年度の具体的取組み内容》

・遊休財産を類型別にリスト化し、部局横断的に有効活用を検討するとともに、未利用財産の処分を促進

○ 大綱での目標

ウ 受益者負担金の見直し

①使用料・手数料の見直し

②電子公金収納方式の導入検討

③公営住宅使用料の徴収率向上
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①使用料・手数料の見直し

見直し

（15年度の実施状況）

・１１件を新設・改定（保育士登録手数料、県立大学授業料など）

《16年度の具体的取組み内容》

・適正な受益者負担の観点から、順次見直し（工業試験場手数料、保育士試験手数料など）

②電子公金収納方式の導入

検討 検討

（15年度の実施状況）

・各都道府県の電子公金収納取組状況について情報を収集するとともに、マルチペイメントネットワーク

の概要と取組状況、導入の意義等について指定金融機関等との検討会を開催

《16年度の具体的取組み内容》

・導入済み又は導入予定の地方公共団体における電子公金収納方式の仕組み、運用形態、導入効果、課題

等について調査

③公営住宅使用料の徴収率

向上

（15年度の実施状況）

・滞納者に対する戸別訪問による督促（１か月以上の滞納者に年５回）

・明渡請求の実施（２回、３９件）

・提訴などを実施（年２回、１９件）

・退去滞納者に対する戸別訪問による催告の実施

・口座振替制度への加入促進 （ １５年度： 対前年比 ％増）H 80.5% 1.7

《16年度の具体的取組み内容》

・引き続き口座振替の加入促進

・戸別訪問による督促を年５回を６回に増やし、滞納の早期段階からの納付指導を実施するとともに、

明渡請求の実施

・退去滞納者に対する戸別訪問による催告を実施するとともに、県外の所在追跡調査を再転居先等にまで

拡大し、退去者の滞納額の徴収と徴収率の向上を目指す

○ 大綱での目標

エ 社会経済情勢の変化に応じた基金の見直し

①運用益活用型基金の一部を取り崩し型基金に変更

②設置効果が薄れている基金の統廃合
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①運用益活用型基金の一部を

取り崩し型基金に変更

（15年度の実施状況）

・社会福祉事業振興基金原資を市町村合併特例交付金貸付事業に活用( 百万円、 百万円）H15:3,650 H16:500
・スポーツ振興基金原資を市町村合併特例交付金貸付事業に活用（ ： 百万円）H16 500
・(財)文化振興基金の基本財産を取り崩し（ 百万円 、音楽堂自主事業（(財）音楽文化振興事業団）150 ）

に対し助成（ ～ 各 百万円）H15 H17 50
・(財)林業労働対策基金の基本財産を取り崩し（ 百万円 、就労条件改善整備事業など基金事業に活用100 ）

（ ～ 各 百万円）H15 H19 20

②設置効果が薄れている基金

の統廃合

（15年度の実施状況）

・金沢西部地区土地区画整理基金を廃止

・市町村合併支援基金を廃止（平成１６年３月条例改正）

・社会福祉事業振興資金貸付基金を廃止し、利用者の利便性の向上を図るため、貸付業務を県社会福祉協

議会に一本化（平成１６年３月条例改正）

・県庁舎建設基金を減債基金に統合

・県有林開発基金を森林整備地域活動支援基金に統合

、 （ ） 。＊運用益活用型基金：基金を定期預金等で運用し その運用益 利息 を活用して事業を実施するための基金

近年の超低金利により運用益が低下し、設置効果が薄れている。

○ 大綱での目標

② 義務的経費の縮減

ア 職員費の抑制

①定員適正化計画を策定し、知事部局の職員数を１０年間（Ｈ１５年度～Ｈ２４年度）で１０％

（４００人程度）削減（前期５％、後期５％）

企業局、各種行政委員会及び議会事務局については、組織規模に配慮しつつ、知事部局の定員削

減の趣旨に則り、人員を削減

②職員の大量退職時における人員補充にあたって、再任用制度を活用

③給与制度改革として、昇給停止年齢の引き下げや退職手当の見直しなどを検討

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①知事部局の職員数を１０年

間 Ｈ１５年度～Ｈ２４年度 １ ４％（ ） .
で１０％削減 削減

（15年度の実施状況）

・知事部局の職員数を当初計画より５０人程度前倒し削減し、前期(Ｈ１５～Ｈ１９)２５０人程度を削減

・知事部局の定数を１．４％(５８人)削減

《16年度の具体的取組み内容》

・平成１５年度実績を上回る職員削減を実施
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

②職員の大量退職時における

人員補充にあたって、再任用

制度を活用 実施

③昇給停止年齢の引き下げや

退職手当の見直しなどを検討

見直し

（15年度の実施状況）

・平成１５年３月条例改正し、昇給停止年齢を引き下げ

・平成１５年１２月条例改正し、平成１６年１月から退職手当の支給率を引き下げ

（ ～△ 、 ～△ ）H16.1 2.73% H17.1 5.45%

《16年度の具体的取組み内容》

・退職時特別昇給制度の廃止予定

○ 大綱での目標

イ 扶助費の見直し

①医療費などの抑制に向けた健康づくり施策の充実

②医療制度改革に準じた単独施策の見直し

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①医療費などの抑制に向けた

健康づくり施策の充実

充実

（15年度の実施状況）

・市町村と一体となって取り組む「高齢者健康づくり総合対策推進事業」を実施（１５年以降継続実施）

②医療制度改革に準じた単独 Ｈ 年度末14
施策の見直し 廃止

・６９歳医療費助成制度は廃止（平成１５年３月３１日）

○ 大綱での目標

ウ 公債費の抑制

①減債基金の活用などによる県債の繰上償還の実施

②償還期間の延長などによる公債費の平準化、金利の軽減
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①減債基金の活用などによる

県債の繰上償還の実施

実施

（15年度の実施状況）

・７０億円の繰上償還を実施し、県債残高を抑制

（臨時財政対策債を除く県債残高 平成１４年度末 億円→平成１５年度末 億円）9,824 9,821

《16年度の具体的取組み内容》

・県債残高の抑制を図るため、財政状況等を勘案しつつ、更なる繰上償還の実施を検討

②公債費の平準化、金利の

軽減

（15年度の実施状況）

・県庁舎建設事業等に３０年債を活用(１１２億円)し、各年度の公債費負担を軽減

・公営企業金融公庫資金の借り入れにあたって、１０年ごとの利率見直し方式を採用（３７億円）し、

金利負担を軽減

・高金利企業債（水道事業）の借り換え(２０億円）を実施し、金利負担を軽減

《16年度の具体的取組み内容》

・１５年度に引き続き、公債費の平準化、金利軽減対策を実施

○ 大綱での目標

③ 管理的経費の抑制
ア 内部管理事務の集約化（Ｈ１７年度）

①給与、旅費、福利厚生事務について事務センター（集中処理）化

本庁から導入、その後、出先機関、県立学校へ拡大

②物品購入の一元化

消耗品等の定期一括発注方式の導入 など

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①給与、旅費、福利厚生事務

について事務センター（集中 ｼｽﾃﾑ設計 本庁導入 順次、

、処理）化 ・開発 出先機関

基本設計 県立学校

へ拡大

（15年度の実施状況）

・事務センターシステムの基本設計を完了し、システム設計に着手

・内部管理事務の段階的集約化に向けた検討

《16年度の具体的取組み内容》

・段階的集約化に向けた体制整備、システム運用に向けた職員への研修・試行の実施
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

②物品購入の一元化

試行 導入

（15年度の実施状況）

・定期一括発注方式を試行（平成１５年１０月より延べ９回）

《16年度の具体的取組み内容》

・平成１６年４月定期一括発注方式の本格実施及びオープンカウンター方式を導入

＊オープンカウンター方式：一括発注に際し、定期的に発注仕様書を管財課のカウンターに提示することによ

り、県が見積徴収者を特定せず、有資格者であれば誰でも見積もりあわせに参加

することができることとする制度

○ 大綱での目標

イ ＩＴ活用による業務効率化

①電子入札の導入（Ｈ１９年度本格実施）

②電子決裁システムの導入（Ｈ１６年度）

③ＬＧＷＡＮ（国・県・市町村の広域行政ネットワーク）の活用

④ＩＰ電話（インターネットの技術を活用した電話）の導入検討 など

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①電子入札の導入

実証実験 試行 導入

（15年度の実施状況）

・平成１６年３月実証実験を実施（工事業者２１者参加）

《16年度の具体的取組み内容》

・参加者を拡大して実証実験を実施し、７月から試行運用を開始

②電子決裁システムの導入

ｼｽﾃﾑ開発 試行

導入

（15年度の実施状況）

・システム開発、運用テストを実施

《16年度の具体的取組み内容》

・運用テストを継続し、平成１７年１月から運用を開始
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

③ＬＧＷＡＮ（国・県・市町

村の広域行政ネットワーク） ﾈｯﾄﾜｰｸへ ｼｽﾃﾑ運用

の活用 の加入

（15年度の実施状況）

( )総合行政ネットワーク(ＬＧＷＡＮ)は、平成１６年３月県内の全市町村が接続を完了1
( )広域行政情報共有システム（県と市町村のグループウェア）については、民間企業が提供する行政事務2
サービスの利用が許可されたことによるセキュリティ対策のため、(財)地方自治情報センターとの運用

に向けた技術的な協議の結果、全国で統一されたサーバー接続方式の採用を決定

( )ＬＧＷＡＮを活用した市町村との文書交換システムについては、システムの効率性を最大限に発揮させ3
るため、全市町村同時運用を図ることとし、市町村合併の一巡する平成１７年度に導入

《16年度の具体的取組み内容》

・全国で統一されたサーバー接続方式を採用し、平成１６年８月より広域行政情報共有システムの運用

を開始

・出先機関へのＬＧＷＡＮを活用した文書交換システムについては、全ての出先機関について、ダイアル

アップ接続からブロードバンドによる常時接続にすることによって平成１６年８月を目途に導入

④ＩＰ電話の導入検討

検討

（15年度の実施状況）

、 、・県庁舎と出先機関との専用回線( )で検証した結果 設備投資額の回収に１０年程度かかることからIMS
コスト面での効果が小さいことが判明

《16年度の具体的取組み内容》

・通信事業者が提供するＩＰ電話サービスでの導入について、コスト面、技術面（セキュリティー、災害

時通話等）についての検討

○ 大綱での目標

ウ 県有施設の長寿命化の推進と有効活用

①保全業務実施体制、有効活用検討体制の整備

各部局にストックマネージャーを設置

②保全管理基準や改築・改修計画の策定
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①保全業務実施体制、有効活

用検討体制の整備 体制整備

②保全管理基準や改築・改修

計画の策定 実態調査 実態調査

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月１日土木部営繕課に営繕企画係を新設

・経過年数２５年以上の建物２５０棟の実態調査

（対象：床面積 ㎡を超える約６００棟 （１４年度に６４棟調査済み）1,000 ）

・県での利用を前提とし、国で開発中の施設長寿命化を図る「保全情報システム」づくりに参画

《16年度の具体的取組み内容》

・引き続き残り２８０棟の実態調査を行うとともに、１５、１６年度の調査結果を建物の劣化状況に応じ

て区分し 「保全情報システム」を活用するためのデータベース化を実施、

○ 大綱での目標

④ 投資的経費の抑制

ア 投資的経費について、景況、雇用情勢にも配慮しつつ、国の経済対策実施前の水準

（Ｈ３=1,710億円）程度に順次抑制

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

投資的経費について、景況、

雇用情勢にも配慮しつつ、国

の経済対策実施前の水準程度

に順次抑制

（15年度の実施状況）

・景況、雇用情勢に配慮しつつも、国家予算や地方財政計画の動向を反映して、投資的経費を抑制

（平成１５年度最終予算 １，７５９億円）

《16年度の具体的取組み内容》

・景気、雇用情勢に配慮しつつ、国家予算や地方財政計画の動向を反映して、投資的経費を抑制

（平成１６年度当初予算 対前年度比△９．８ （うち福祉施設・学校整備対前年度比＋９．７％） ）%

○ 大綱での目標

（ 、 ）イ 公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画 Ｈ１３年度策定 計画期間Ｈ１３年度～Ｈ２０年度

の推進

①Ｈ１５年度の工事コストをＨ８年度比１０％削減（Ｈ１６年度に目標値を見直し）

②コスト縮減のため、本県独自の地域の実情にあった整備基準を検討
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①Ｈ１５年度の工事コストを

Ｈ８年度比１０％削減 コスト

削減 目標値の

見直し

（15年度の実施状況）

・県全体で１１％程度（速報値）のコスト縮減

《16年度の具体的取組み内容》

・基準年度をＨ８からＨ１４に変更、国の目標設定値である１５％を基本としたコスト縮減目標の設定な

ど新行動計画を見直し

②本県独自の地域の実情にあ

った整備基準を検討 検討 行動計画

の見直し

（15年度の実施状況）

・１．５車線的道路整備手法によりモデル路線１５路線を選定、２７箇所の整備が完了

《16年度の具体的取組み内容》

・１．５車線的道路整備手法により７５箇所程度の整備を行うとともに、対象路線を新たに１５路線程度

追加

・現道活用型道路整備を国道 号（志賀町地内 、珠洲道路（柳田村地内）で実施249 ）

・歩道整備については、５箇所程度で歩道幅員の見直し（Ｗ＝３．５ｍ→Ｗ＝２．５ｍ）を検討

○ 大綱での目標

ウ ＶＥやＰＦＩ等の新たな契約方式の導入促進

※ ＶＥ（バリューエンジニアリング、 ）Value Engineering
企業が顧客の求める品質を満たしつつ費用を下げたり あるいは費用は変わらないが品質を、

向上させる提案を行うこと

※ ＰＦＩ（ ）Private Finance Initiative
公共部門が直接提供してきた公共サービスを 公共施設等の設計 建設 維持管理及び運営、 、 、

に民間の資金やノウハウを活用することにより より効率的で質の高い公共サービスの提供を、

図る事業手法

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

ＶＥやＰＦＩ等の新たな契約

方式の導入促進 試行継続

検討

（15年度の実施状況）

・ＶＥ方式１０件試行し、６件を採用

・ＰＦＩは競馬事業局における試行の状況を検証、他県の先進事例についての情報収集

《16年度の具体的取組み内容》

・引き続きＶＥ方式やＰＦＩ方式の試行・検討
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２ 政策実行のための体制・運営システムの見直し

（３）県の仕事とその進め方の見直し

経営資源の制約の中で、多様化・高度化する県民ニーズに的確に応えていくためには、行政の

スピード化や効率化に努めるとともに、県行政の守備範囲の見直し等を行うことが重要である。

そのため、ＩＴの積極的な活用による業務の効率化、省エネ・省資源の徹底、市町村との連携強

化、官民の役割分担に応じた民間委託の拡大などに取り組む。

○ 大綱での目標

① 資源制約の中でのスピード化

ア ＩＴ活用による県民サービスの向上

①電子申請の導入

②電子公金収納方式の導入検討（再掲） など

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①電子申請の導入

ｼｽﾃﾑ開発 本格運用 順次拡大

実証実験

導入

（15年度の実施状況）

・申請・届出等オンラインシステム開発実証実験（職員採用候補者試験申込、介護機関の指定申請、係留

許可申請などの２０手続き）を実施

《16年度の具体的取組み内容》

・申請・届出等手続きオンラインシステムの運用を順次開始（平成１６年７月以降）

・オンライン化に適する、追加すべき申請・届出手続き等の選別

②電子公金収納方式の導入検討（再掲）

→Ｐ２５ (中段) ②を参照

○ 大綱での目標

イ 事務処理手続き等の簡素効率化

①許認可の申請手続き等の簡素化

申請書類・添付書類の簡素化 など

②決裁権限の移譲による意思決定の迅速化

専決項目の拡大、合議の縮減 など
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①許認可の申請手続き等の簡

素化 実施

（15年度の実施状況）

・申請・届出等オンラインシステムの導入に向けた申請書類・添付書類の簡素化の検討

《16年度の具体的取組み内容》

・申請・届出等オンラインシステム対象手続きの追加選別に併せ、申請書類・添付書類の簡素化に向けた

更なる検討

②決裁権限の移譲による意思

決定の迅速化 実施

（15年度の実施状況）

・予算執行に係る決裁のうち、政策的要素の小さいもの、執行ルールの決まっているもの等について合議

を縮減

・賃金、使用料及び賃借料について全額配当、旅費、需用費、役務費（２割留保分）の配当留保の解除権

限、物件費の流用承認権限を各部局企画調整室長へ移譲

・重要物品（ 万円以上の物品等）の譲与・交換等について、合議を縮減100

《16年度の具体的取組み内容》

・予算の執行に係る決裁のうち、算定がルール化されている区画整理等に係る換地清算金の合議を廃止

○ 大綱での目標

ウ 職員共有データベースの構築と活用（Ｈ１６年度）

①事務処理マニュアルの作成

統計事務、許認可事務、選挙事務、庶務事務など

②県政情報、人材情報、業務ノウハウ等の蓄積と活用

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①事務処理マニュアルの作成

検討 作成

（15年度の実施状況）

・ワーキンググループを設置し、出納事務、文書事務、広報事務などについて、マニュアル(Ｑ＆Ａなど）

の作成

《16年度の具体的取組み内容》

・マニュアルの作成を開始した事務について、速やかにデータベースとしての運用を開始。引き続き

ワーキンググループにて公益法人の指導監査基準、旅費事務等のマニュアルについて検討
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

②県政情報、人材情報、業務

ノウハウ等の蓄積と活用 検討 データベ

、ース作成

運用

（15年度の実施状況）

・ワーキンググループを設置し、庁内で共有すべき情報(各種長期計画や職員配置図等）のコンテンツ作成

を順次開始

《16年度の具体的取組み内容》

・議会答弁、契約書の各種様式等を追加するとともに、職員が使いやすいデータベースとするための検討

を進め、運用を開始

○ 大綱での目標

② 省エネ・省資源の推進

①環境ＩＳＯの導入など環境に配慮した行政の推進

②ペーパーレス化計画の策定や光熱水費の削減など

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①環境ＩＳＯの導入など環境

に配慮した行政の推進 ＩＳＯの

認証取得

（15年度の実施状況）

・平成１５年４月から、本庁のエコオフィス活動や事業活動について環境目標を掲げた環境マネジメント

システムを本庁で本格運用し、平成１６年２月 「ＩＳＯ １４００１」の認証を取得

《16年度の具体的取組み内容》

・ ＩＳＯ １４００１」の認証を取得した環境マネジメントシステムについて、平成１６年度業務に係る「

環境目標を設定し、ＰＤＣＡ（計画、実施、点検、見直し）サイクルの考え方をもとに、着実に運用
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

②ペーパーレス化計画の策定

や光熱水費の削減など 環境安全 全庁の計

部におけ 画策定

る計画策 削減

定、

試行･削減

（15年度の実施状況）

・コピー機等利用状況調査、両面コピー、片面使用済コピー用紙の再利用促進

・歴史博物館、水産総合センター、石川ハイテク交流センターに省エネルギー設備（節電型照明器具等）

を導入

《16年度の具体的取組み内容》

・１５年度の取り組みを踏まえ、全庁的な用紙類の削減計画を策定

・県有施設（武道館など４カ所予定）について省エネルギー設備（節電型照明器具等）を導入

・電力契約の見直し、交通信号機のＬＥＤ化による電力料金の節減

・ＩＭＳを活用した県機関の完全ブロードバンド化（高速回線の一括契約）を図り通信コストを軽減

＊環境ＩＳＯ：国際標準化機構（ＩＳＯ）が制定した環境に関する国際規格。

＊交通信号機のＬＥＤ化：従来の電球式信号機から発光ダイオード（ＬＥＤ）式に切り替えること。

（視認性の向上、消費電力の削減、耐久性の向上等に効果がある）

○ 大綱での目標

③ 県行政の守備範囲の見直し等

ア 市町村合併に即応した連携の強化

①市町村合併の推進

交付金制度等県独自の支援プラン等による全庁的な合併支援

②市町村合併を見据えた権限移譲の検討

③市町村合併後の都道府県行政のあり方の研究

④市町村合併後の近隣（コミュニティー）行政のあり方の研究

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①市町村合併の推進

（15年度の実施状況）

・市町村合併特例交付金制度による財政支援（４４億円）

・法定合併協議会事務局への県職員派遣（１０人）

《16年度の具体的取組み内容》

・合併協議会の運営経費に対する財政支援（２６百万円）

・市町村合併特例交付金制度による財政支援（２６億円）

・法定合併協議会事務局への県職員の派遣（９人）

・合併後の市町村建設計画等に対する支援
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

②市町村合併を見据えた権限

移譲の検討

検討

（15年度の実施状況）

・他県の権限移譲の状況等を調査

《16年度の具体的取組み内容》

・市町村への移譲可能事務を洗い出し、市町村からの希望調査を実施し、パッケージ方式（福祉、まちづ

くり等の分野ごとに権限を移譲する手法）等の移譲方法を検討

③市町村合併後の都道府県行

政のあり方の研究

研究

（15年度の実施状況）

・庁内ワーキンググループを設置し、地方分権、広域連携などの観点から基礎的な調査研究を開始

（平成１５年１１月３日国の第２７次地方制度調査会が「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」

を発表）

《16年度の具体的取組み内容》

・国の第２８次地方制度調査会での議論の動向を把握（１６年秋中間報告予定）するとともに、庁内ワー

キンググループにおいて引き続き調査研究

④市町村合併後の近隣（コミ

ュニティー）行政のあり方の

研究 研究

（15年度の実施状況）

・国の第２７次地方制度調査会の答申(平成１５年１１月３日)を踏まえ、その内容について調査・研究

《16年度の具体的取組み内容》

・地方自治法の改正を踏まえ、加賀・山中法定合併協議会における地域自治組織の検討への助言、情報の

提供

○ 大綱での目標

イ 民間部門や住民との機能分担の推進等

①計量検定、土地評価、工事設計・現場管理、研修実施等の業務に係る民間委託の活用

②住民との協働体制の整備（再掲）

③外部監査制度などを通じた外部評価の活用

④個人情報保護条例の制定
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①計量検定、土地評価、工事

設計・現場管理、研修実施等

の業務に係る民間委託の活用 民間委託

拡大

（15年度の実施状況）

・土地評価業務、道路保全業務及び有料道路料金徴収業務の民間委託の拡大

《16年度の具体的取組み内容》

・民間委託の拡大

・中能登土木及び奥能登土木総合事務所における土地評価業務

・中能登土木総合事務所管内の道路保全業務

・能登有料道路内灘料金所の終日等料金徴収業務

②住民との協働体制の整備（再掲）

→Ｐ３ ウを参照

③外部監査制度などを通じた

外部評価の活用 実施

（15年度の実施状況）

・ 補助金及び負担金に関する財務事務」を対象に包括外部監査実施（指摘事項１３件）「

《16年度の具体的取組み内容》

・委託料を対象に包括外部監査を実施

④個人情報保護条例の制定

条例施行

（15年度の実施状況）

・平成１５年７月１日、石川県個人保護条例を施行

・県民には、テレビ・新聞による広報、パンフレットの配布等により条例内容を周知

・職員には、説明会の開催や、手引きの配布により個人情報の取り扱いについて周知

運用状況 書面による開示請求 ４８件

口頭による簡易開示請求 ３，３５１件

＊個人情報＝氏名、住所、生年月日をはじめ、家族状況、職業、資産状況、個人の健康状態など個人に関する

情報で、特定の個人がわかる情報をいう。文書になっているもの、コンピュータ等に記録されて

いるものなどすべてが対象。
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３ 組織活性化のための人材の育成・確保

（１）モチベーションの強化

県民と一体となって自主的な地域づくりに取り組むためには、職員一人ひとりのモチベーショ

ン（動機づけ、意欲）を高め、意識改革を促すことが重要である。このため、能力・実績による

新しい評価・給与制度の検討や働きやすい勤務環境の整備を進めるとともに、試験研究業務の活

性化に向けた仕組みづくりに取り組む。

○ 大綱での目標

ア 能力・実績による新しい評価・給与制度の検討

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

能力・実績による新しい評価

・給与制度の検討 制度研究

（15年度の実施状況）

・国における議論の動向、他県の状況等について情報収集及び調査

《16年度の具体的取組み内容》

・引き続き国の動向に留意しつつ、新しい評価・給与制度について調査・研究

○ 大綱での目標

イ 働きやすい勤務体制の整備

①時差通勤の導入

②幹部職員（部長等）と若手職員のフランクトークの実施 など

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①時差通勤の導入

試行

実施

（15年度の実施状況）

・１年間の試行を踏まえ、平成１６年１月から本庁において本格実施

《16年度の具体的取組み内容》

・出先機関の時差通勤の導入について、県民サービスへの影響などの課題を整理
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

②幹部職員（部長等）と若手

職員のフランクトーク(意見

交換会)の実施 実施

（15年度の実施状況）

・政策課題について全庁的に実施、その結果、各部局長に対し直接意見を述べやすい雰囲気の醸成など一

定の効果

《16年度の具体的取組み内容》

・引き続き全庁的に実施

○ 大綱での目標

ウ 試験研究業務の活性化に向けた仕組みづくり（Ｈ１６年度）

①民間企業への定期的な研修派遣の実施

②発明等による職員への報償金制度の見直し

③学会等参加支援制度の拡充

④任期付き研究員採用制度の創設

大学・民間からの人材登用

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①民間企業への定期的な研修

派遣の実施 検討 実施

（15年度の実施状況）

・喫緊の行政課題の解決にも弾力的に対応できるよう受入側及び派遣所属にとってより派遣しやすい制度

を検討

《16年度の具体的取組み内容》

・専門技術派遣研修制度を見直し、派遣期間を短縮化・弾力化することにより定期的に民間企業への派遣

を実施

②発明等による職員への報償

金制度の見直し

検討 見直し

（15年度の実施状況）

・先進的な取組事例を参考に報奨金制度の見直し内容を検討

《16年度の具体的取組み内容》

・平成１６年４月職員への実施補償金(県が特許権の実施を第三者に許諾し、収入を得た場合の報奨金）の

算定方法及び上限額の撤廃など報奨金制度を改定

5/100 30/100 50/100算定率 県の収入額の ～ → 一律

上限額 １００万円 → 上限撤廃
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

③学会等参加支援制度の拡充

検討

（15年度の実施状況）

・学会の多種多様性を勘案し、支援制度の拡充について、職員の業務との関連性、組織としての政策課題

との関連性、中長期的な人材育成の観点からの必要性・課題を検討

《16年度の具体的取組み内容》

・研究員の資質向上策として、学会での研究発表を職員研修の一環とするなど部局別人材育成方針の具体

化の中で整理

④任期付き研究員採用制度の

創設 研究

（15年度の実施状況）

・他県の事例について調査・研究を行い、制度創設に際し解決すべき課題を洗い出し

《16年度の具体的取組み内容》

・試験研究機関における政策課題を踏まえ、任期付き採用の需要の有無、任期付き採用者の組織内の業務

分担のあり方などについて課題を整理

３ 組織活性化のための人材の育成・確保

（２）研修の充実などを通じた資質の向上

職員一人ひとりが時代の潮流を的確につかみ、県民が求める政策を的確に企画立案するために

は、職員の政策形成能力の向上が欠かせない課題であり、政策の方向性と直結したこれからのあ

るべき職員を育成していかなければならない。このため、人材育成ビジョンを策定し、これと連

動した研修体系の見直しを行う。また、職場における実践的な人材育成に取り組む。

○ 大綱での目標

ア 人材育成ビジョンの策定と研修体系の見直し（Ｈ１６年度）

①階層別研修のスリム化と職員のキャリア形成に応じた選択型研修の拡充

②管理職研修の拡充

③民間等への派遣研修の拡充 など
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①階層別研修のスリム化と職

員のキャリア形成に応じた選

択型研修の拡充 拡充

（15年度の実施状況）

・吏員１部研修、吏員２部研修、係長研修に選択科目を新設

《16年度の具体的取組み内容》

・職員の主体的な研修受講を促進するため、必須研修である階層別研修をスリム化するとともに、ポスト

団塊の世代の指導者養成や政策形成力の強化のため選択研修を充実

②管理職研修の拡充

実施

（15年度の実施状況）

・新任課長、新任課長補佐研修に 「危機管理」の科目 「ニューパブリックマネジメント」に関する科目、 、

を新設

《16年度の具体的取組み内容》

・管理能力の向上を図るため 「目標による管理の進め方」に関する科目を設けるとともに、幹部職員に、

対し、リーダーシップ養成研修等を実施

③民間等への派遣研修の拡充

実施

（15年度の実施状況）

・新たに(国立)政策研究大学院大学、日本ＮＰＯセンターへ派遣(全体で８団体へ８人派遣)

《16年度の具体的取組み内容》

・新たな行政需要への対応、受け入れ体制の充実度などを検証の上、民間企業等６団体へ６人を派遣

○ 大綱での目標

イ 職場等における実践的な人材育成の充実（Ｈ１６年度）

①若手職員のジョブローテーションの拡充

②部局別人材育成方針の策定と部局研修のための一括予算枠の確保

③高度な政策課題に対応する専門家を交えた研究会の設置

④自己啓発支援制度の充実
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

①若手職員のジョブローテー

ションの拡充 実施拡充

（15年度の実施状況）

・若手職員を現担当業務の習熟度等を勘案して、異なる業務、部局へ配置

《16年度の具体的取組み内容》

・若手職員を引き続き、異なる業務、異なる部局へ配置拡充

②部局別人材育成方針の策定

と部局研修のための一括予算

枠の確保

③高度な政策課題に対応する 検討

専門家を交えた研究会の設置

（15年度の実施状況）

・部局別人材育成方針の策定に向け、部門別研修の再点検を実施

《16年度の具体的取組み内容》

・再点検を踏まえ、各部局の政策課題に適合した部局別人材育成方針を策定

④自己啓発支援制度の充実

（15年度の実施状況）

・自治研修センターにおいて、職員に提供する各種通信教育に係る情報を充実

《16年度の具体的取組み内容》

・職員が自己研鑽のため大学等で学ぶ場合に部分休業を認める修学部分休業制度の創設について研究

○ 大綱での目標

ウ 教員の研修制度の充実

・指導力不足等教員に対する研修制度の創設

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

指導力不足等教員に対する研

修制度の創設 制度創設

（15年度の実施状況）

・県教育センターにおいて、指導力向上特別研修を創設

《16年度の具体的取組み内容》

・引き続き指導力向上特別研修を実施
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３ 組織活性化のための人材の育成・確保

（３）幅広い人材の登用

高度化する行政課題に的確に対応するためには、幅広い人材の登用が必要である。このため、

民間企業経験者の採用の拡充、女性職員の登用の拡大を図るとともに、職種間の人事交流の拡大

を進める。

○ 大綱での目標

ア 職務経験者採用の拡充

イ 女性職員の登用の拡大

ウ 職種間の人事交流の拡大

実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

職務経験者採用の拡充

実施

（15年度の実施状況）

・職務経験者を採用

行政４人（金融機関、システムエンジニア等）

総合土木４人（建設業）

職業訓練指導員２人（職業能力開発大学校）

《16年度の具体的取組み内容》

・企業法務、企業経理の経験を生かした総合政策調整や中小企業の経営支援に関する事務など採用の目的

を明確にし、即戦力となる職務経験者の採用を実施

行政２人（商事会社等）

総合土木３人（建設業）

職業訓練指導員１人（機械製造業）

女性職員の登用の拡大

実施拡大

（15年度の実施状況）

・政策・方針決定の場に女性が積極的に参加できるよう女性登用を拡大

女性管理職（課参事以上）４４人、グループリーダー２人

《16年度の具体的取組み内容》

・多様なポストへの女性登用を拡大

人事委員会事務局長、県参事(国際交流協会担当)、観光企画担当課長、

国際課企画管理グループリーダー、長寿社会課企画・介護予防グループリーダー

保健環境センター(残留農薬グループ、食品遺伝子グループ、水環境グループ)の各リーダー

女性管理職（課参事以上）４０人、グループリーダー５人
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実施スケジュール

取組項目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 備考

職種間の人事交流の拡大

実施拡大

（15年度の実施状況）

・職種間の人事交流を拡大

・食の安全・安心確保対策：健康福祉部薬剤師と農林水産部農業職

・県産農産物の販売戦略強化：商工労働部経験者と農林水産部農業職

・観光振興策：観光部門と農林水産部グリーンツーリズム部門、観光部門と企画開発部

・水環境対策の充実策：土木部から専門職を配置。

・子ども政策課と教育委員会の連携：教員と福祉指導員

《16年度の具体的取組み内容》

・職種間の人事交流の拡大

・児童虐待・非行・不登校の未然防止、早期対応のため、学校と児童相談所の連携を強化

教員を七尾・金沢児童相談所に配置

・食の安全・安心確保対策の強化のため、

①食品安全対策室の兼務職員の増（健康福祉部・農林水産部職員）

②保健福祉センターと家畜保健衛生所の連携のための兼務職員の配置


